

















































































































































































































































































































































































































（129） （98） （129） （139） （91） （144） （179） （139） （141） （237） （216）
直接訴訟 （131） （131） （140） （229） （181） （174） （136） （205） （222） （187） （204）











94 58 77 10978 71 10890 113 113 131
直接訴訟 60 53 57 63 59 10198 64 73 111 120
職員訴訟 31 39 30 38 35 36 32 34 7
上訴 19 17
総計 185150164210172208238188193 243 269
（裁判体
別↓）
Kammer102 99 110138108115123116119 196＊（237）＊＊




1989 1990 2001 2002
新受件数＊1 （385） （384）＊5 （504） （477）
既済件数＊2 429（489）＊4267（302） 398（434） （513）
係属事件数 457（501） 558（583） 839（943） （907）
平均審理期間＊3
先行判決手続 16．6 17．4 22．7 24．1




































（年次） 1989199019931994 1995 1999 200020012002
新受件数＊1 （169） （59） （596） （409） （253） （384） （398） （345） （411）
職員訴訟 （79） （84〉 （111） （110） （112）




































































1997 1999 2001 2002
平均審理期間＊
知財事件 8．6 16．4 19．5
職員事件 判18．7／決n717．0 18．7 17．4
その他の事件 判29．3／決11．212．6 20．7 21．0
＊特記しない場合、判決・決定あわせて。
25．5ヶ月、2002年24．3ヶ月と、現在ではいずれも2年以上の手続を覚悟し
なければならなくなっている。全体の新受件数が130件程度であった1975
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（28）年当時は先行判決手続では6ヶ月程度であったということなので、この30
年間で事件増に応じてかなりの長期化となっている。対象事件について
EuGHからEuGへの管轄の委譲が、基本条約の改正毎になされてきてい
るが、EuGHの根本的な負担軽減にはほど遠く、またEuGも現在平均2
年弱の審理期間を要するようになってきており、EuG自体が負担過重に
なってきている。
　2．国際法廷における裁判遅延の内在的要因
　ここで、国際法廷における裁判遅延の内在的要因を、EU司法システム
から分析してみたい。
　（1）言語問題（翻訳問題）　　まず時間がかかる内在的原因として、言
語問題がある。これは、各構成国の国民の権利や利益保護を実質的に考
え、各国語を平等に取り扱おうとする国際法廷としては避けて通れないも
　　（29）
のである。共同体裁判所の手続規則でも、例えば、VerfO／EuGHによれ
（28）前掲注（3）のイグレシアスEuGH長官の制度改革提案参照。
（29）　（功φ67窺伽％，aaO（Fn．14）S．2664は、EGV248条が、Prinzip　der　Gleichbe・
rechtigung　der　offiziellen　Landessprachen　der　Mitgliedstaaten（構成国の公用語
に同等の資格を与える原則）の表明である、とする。
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ばEuGHは、相応の法曹養成教育を受け複数のEuGHの公用語の十二分
な能力を有するメンバーで構成される言語部門（Sprachendienst）を設け
るものとされており（22条）、同27条で裁判官に希望言語の使用を保障し
ている（同旨・VerfO／EuG33条4項）ほか、同29～31条でSprachen－
regelmgとして、前述した原告の手続言語選択権など手続関与者の言語
保障に関するルールの定めがある（同旨・VerfO／EuG35乃至37条）。他にも
手続規則の各所で、言語規定や翻訳義務の規定があり、これらに関する言
語・翻訳部門の作業（とりわけ書面の翻訳作業）と手続時間とは密接に絡み
合う。
　しかしながら、当初6ヶ国で始まった共同体も、2003年までにすでに手
続公用語が12ヶ国語あり（EUの公用語としてはアイルランドのゲール語
Irischが英語に譲ったために11ヶ国語だが、手続言語としてはゲール語も保障
されている。VerfO／EuGH29条1項、VerfO／EuG35条1項）、これが「翻訳」
問題を深刻化させている。1988－89年版の共同体裁判所統計には、翻訳者
についての統計もあり、当時は9ヶ国語時代であるが、88年は224人の翻
訳部門で148人が法律家である翻訳者、89年では229人の翻訳部門で155人
の法律家翻訳者により、合計およそ12万頁という膨大な翻訳がなされて
（30）
いる。2004年にはもう10ヶ国の東方拡大が予定されているが、さらに加盟
手続作業中の2ヶ国も含めると、言語は21ヶ国語になるとされるので、翻
訳時間の長さが手続遅滞に及ぼす問題もより深刻化するものと考えられ
る。これらは、手続そのものの遅れのみならず、判決の公刊（Websiteへ
（30）　内訳はフランス語からの翻訳が圧倒的で8万頁がフランス語からのものであ
　り、各国語への翻訳はもちろんだいたい均等な数である。手続公用語としては共同
体構成国の使用する各国語があり、また選択されなかった公用語への翻訳もなされ
るわけであるが、実際の作業言語は、現在では外交言語としてのフランス語と英語
がほぼ同じ40％強で用いられており、ドイツ語はわずか5．4％であったという99年
のEU言語部門の算出があり、また共同体裁判所の裁判官の「合議」における実際
の使用言語は慣習的にフランス語であり、多くの裁判官は書面をフランス語の翻訳
でだけ読むという報告もある（の喫朋伽％，aaO（Fn．14）S．2663ff．）。
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のアップロード含む）のような事後的な司法事務の遅れにもっながってい
る。
　（2）時間問題　　次に第二の内在的問題として、前述したように、内
国裁判からすると手続の「迂路」にあたることからする「時間」問題があ
る。一時的に内国手続をストップさせてEU法についての解釈間題を共同
体裁判所に付託する、という先行判決（Vorabentscheidmg）手続では、
そこでの時間が内国の裁判時間にダイレクトに影響するわけであるが、
EuGHの手続だと、すでに述べたように、1975年では6ヶ月程度だった
ものが、89～90年では1年半弱、2002年に至っては2年もかかることにな
ってしまっており、この部分が内国審理期間にそのまま上乗せされてしま
うことになる。
　こうした時間問題の原因の一つには、上記の言語問題・翻訳問題も大き
い要因としてあるが、やはり急激というほどではないが事件の増加
（EuGHで新受事件数1989年全385件→2002年477件、うち先行判決請求1989年
141件→2002年216件）に、裁判所の体制が必ずしもついていけていない
（既済事件数1989年489件→2002年513件、未済係属事件数89年501件→2002年907
f牛）、ということカごある。
　共同体司法内部でのEMRK6条1項にいわゆる「合理的期間内に裁判
　　　　　　　　　　　　　　　　（31）を受ける権利」の侵害事案として、1999年には、EuGで判決まで5年半
（弁論終結から判決言渡しまで22ヶ月）かかった事案で、EuGHは、この人
（31）　この時期、欧州人権裁判所（Europaischer　Gerichtshof　f廿r　Menschenrechte：
EGMR）は、大量のEMRK6条1項違反に基づく申立てを多数抱えており、2000
年の統計では、全695件の判決のうち521件が訴訟期間に関連する間題を含むもので
あったという（M⑳εγ一L磁ε畷g，aaO（Fn．9）S．2679）。EGMRは、90年代末から
2000年代初頭にかけて、各国の裁判所に対して、民事刑事含め、長い訴訟期間にっ
いて、EMRK6条1項を厳しく適用した判決やその適用のために要件を精緻化す
る判決を続けて出している。例えば、Probstmeier／Deutschland事件（NJW
1997，2809）、P61issier　u．Sassi／Frankreich事件（NJW1999，3545）、Gast　und
Popp／Deutschland事件（NJW2001，211）、Klein／Deutschland事件（NJW
2001，213）、Kudia／Polen事件（NJW2001，2694）など。こうした長すぎる訴訟期
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権規約6条1項違反を理由に5万ECU、現在でいう5万Euroを過料か
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（32）ら減額したというBaustahlgewebe　GmbH／Kommission事件が公になっ
ている。
　3．EUにおける司法制度改革への模索
　（1）EU司法制度改革の背景　　これまで、共同体第一審裁判所
（EuG）の設置（1989年）や、一部事件についてEuGにおける単独裁判官
　　（33）　　　　　　　　　　　　　（34）制の導入や、合議部（Klammer）編成の整序などの対応はあったが、前述
の通り、頼みのEuGも負担過重状態になったうえに、新種事件（主に知
財事件）の共同体裁判所への流入が新たに始まって、やはり根本的な改革
の必要i生が焦眉の急として議論されるようになった。また議論を勢いづけ
た背景の一つとして、やはりアメリカや日本に対抗すべく、知財権の分野
でEUの域内市場としての一体化が進められ、知財紛争に対する迅速な処
理も含め、構成国各国別ではなくEUとしての統一的な解決が要請されて
くるようになった点を見落とすわけにはいかない。
　　　　　　　　　　（35）　（2）裁判制度改革の議論　　大まとめ的なものとして99年ぐらいから
裁判所側あるいは欧州委員会側から、政府間協議（Regierungskonferenz：
間に関する厳しい見方は、共同体裁判所にも向けられ、EMRK6条1項の適用が
認められたのが、ここでのBaustahlgewebe　GmbH／Kommission事件の背景とい
える。
（32）EuGH，Urteil　vom17．12．1998－Rs．C－185／95P．（ニEuZW1999，114）
（33）Entscheidungdurch　Einzelhchter　am　EuG，EuZW1999，4841AB1．EG　Nr．L
135vom29．5．1999，S．92．
（34）EuGでは、共同体の15ヶ国化で15名の裁判官となった95年以降、3人制
Kammer5ヶ部（および重複配置により5人で構成する拡大合議部5ヶ部）に整
序された。従前は、5つのKammerを、12名の裁判官の重複配置でやりくりして
いた。
（35）我が国で、こうした議論と二一ス条約にいたるまでの司法制度改革について概
観・紹介するものとして、既に、入稲福智「二一ス条約に基づくEUの司法制度改
革一裁判所の負担超過・訴訟遅延対策一」平成法政研究7巻1号（平成国際大学法
政学会、2002）123頁以下がある。
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政府間会議）のためにぺ一パーが出されて、裁判制度改革を要望してい
る。これらから、本稿で既に述べたような手続的工夫がいくっか実施され
ている。
　　　　　　　　（36）　①Reflexionspapier（1999年）　まず共同体裁判所からは、「Refle－
xionspapier」として、EUの裁判所システムの将来（Die　Zukmft　des　Ge－
richtssystemsderEuropaischenUnion）、と題したぺ一パーが出された。
　大雑把に内容を紹介するならば、
　（i）　まず共同体裁判所システムの直面する問題を指摘する。
　　　・事件数の増加と手続期間の伸長を挙げ、これらが処理業務の効率
　　化の努力でも押さえきれない点と、EUの拡大による単純な事件
　　増、次々に出される規則や条約の解釈など管轄事件の増加、EuG
　　　も新しく管轄となる共同体商標事件など迅速性を要求される事件の
　　増加などが見込まれる点。
　　　・共同体裁判所のキャパシティの限界と、EuGHの最終審裁判所
　　　としての機能不全の危険。
　　　・翻訳部門の設備不足。
　（ii）次に、手続規則の早急な変更を提案する。
　　　・迅速審理手続の創設。
　　　・書面の繰り返しを許さず、複雑な事実関係を詳細に調査可能にす
　　べく、口頭弁論の改革。
　　　・実務的ガイドラインを定める権限の獲得。
　　　・内国裁判所からの先行判決請求の際に、事実的・法的コンテクス
（36）＜http：／／europa．eu．int／cj／de／txts／intergov／ave．pdf＞lEuZWl999，750．なおこ
の少し前に、EuGH長官Rodrfguez　Igresiasと、ドイツの法務大臣Daubler－
Gmelin議長の法務大臣閣僚理事会の提案として、公開期日の制限や審級の
Dezentralisierung（構成国の内国裁判所を共同体裁判所の下級審として、先行判
決手続の一定の範囲の管轄を委譲する）、手続規則をフレキシブルに改正する権限
を共同体裁判所に与えること、裁判官数の制限、翻訳部門の再編などが明らかにさ
れている（EuZW1999，420）。
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　　　トの充分な説明や付託する問題の重要性について、EuGHが内国
　　裁判所に明確にするよう要求できる規定の新設。
　　　・手続の簡素化（特に判決でなく「決定」による処理可能性の拡大）。
　（iii）　さらに、手続規則の変更を容易にする（共同体裁判所が自ら改正
し、理事会の特定多数決による同意で足りるものとする。従前は共同体裁判所
の申立てに基づき閣僚理事会の全会一致による必要があった）措置と、上訴を
フィルタリングする措置、管轄が共同体裁判所にしかありえないために無
視できない負担となっている職員訴訟（共同体諸機関と職員間の訴訟）につ
いて機関内部での紛争処理システムを前置する措置を提案している。
　（iv）最後に、最も多い分量を割いて、共同体裁判所の機構・構成につ
いて様々な提案をしている。
　　　・「一構成国に一裁判官」原則（Gmndsatz。ein　Richter　pro　Miし
　　gliedstaat“）がEU拡大の際にもEuGHで採り続けられ裁判官を増
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（37）　　員するならば、判例の統一・均質性が危険にさらされる欠点と、各
　　　国の司法システムが共同体裁判所において代理されることが共同体
　　判例の調和のとれた発展に寄与する利点の両面を考える必要。
　　　・EuGについては裁判官増は問題を生じない（判例統一はEuGHに
　　　より維持される）ので、もっぱら裁判官を事件数にあわせて増貝す
　　べき。さらに、知的財産権に関する紛争について共同体裁判所がす
　　　　　（38）　　でに提案していたように、裁判官増と専門的なKammerの設置。
　　　・直接訴訟の管轄権限のEuGへの委譲。
（37）異なる訴訟法の伝統を持つ各国から寄せ集めた裁判官であると、とりわけ証明
法の領域で、統一的基盤に基づいた判断をすることに大きな困難がある。Vgl．
助402〃，Die　Ausdifferenzierung　des　Gerichtssystems　der　EU－Zur　Struktur　der
k廿nftigen　europaischen　Patentgerichtsbarkeit，GRUR2001，689／6931S6h砺6，
Das　Streitregelungssystem　zum　Gemeinschaftspatent　nach　dem　Verordnungs－
Vorschlag　der　Kommission，GRUR2000，827／831．
（38）　Vorschlage　desGerichtshofesund　desGerichtsftirdieneuenRechtsstreitig－
keiten廿ber　geistiges　Eigentum，aaO（Fn．19）．
　58　早法79巻3号（2004）
　　　・先行判決手続請求の制限および先行判決手続の管轄のEuGへの
　　委譲。
　　　・「共同体」裁判所の各国への地域分散化と、先行判決手続管轄の
　　委譲。
　　　　　　（39）　②Due－Report（2000年）　欧州委員会側からは、元EuGH裁判官5
名や経験豊かな弁護士で構成された専門家グループにより、その座長
Due元EuGH判事の名前を採って「Due－Report」とも呼ばれる報告書
が出された。前半は、Reflexionspapierとほぼ同様に従来のEuGH・
EuGの抱える問題点を整理分析し、将来予測を行なっている。後半は専
門家グループによる改革提案であるが、翻訳問題対策のように司法行政的
な検討・提案（翻訳を要するような書類を短くさせるべく実務指針が出せるよ
う、手続規則を改正せよ、といった提案）も含まれているが、大雑把には以
下のような内容である。
　（i）先行判決手続（への付託（Vorlage）手続）
　　　・これについては、ヨーロッパ法の統一的適用のため、これまで通
　　　り原則的にEuGHが管轄すべき。付託手続を内国最終審からのも
　　　のに限定したり、一種の上訴手続に組み替える（まず内国裁判所に
　　裁判させてその破棄を求める場合にだけ当事者にEuGHを利用させる権
　　　限を残す）改正には反対。
　　　・内国裁判所が、合理的でない付託をしないように、かつ不適法な
　　付託を却下しすでに決着済みの問題には、簡潔な回答で応えられる
　　　ように、EGV234条を改正すべき。
　（ii）　直接訴訟
　　　・将来は、EuGが直接訴訟を管轄するのが原則。
（39）　Bericht　der　Reflexionsgruppe　Uber　die　Zukmft　des　Gerichtssystems　der
Europaischen　Gemeinschaften〈http：／／europa。eu．int／comm／dgs／1ega正service／
docs／due　de．pdf〉；Sonderbeilage　zu　NJW　H．19／2000．最終報告の概要は、EuZW
2000，194にも紹介がある（中間報告にっいても、EuZW2000，34）。
　　　　国境を越えた民事訴訟システムと「時間」的価値（勅使川原）　59
　　・ただし、事件の種類に関係なく、緊急性（Dringlichkeit）のある
　若干の訴訟手続については、EuGHに直接に訴えられるようにす
　　る（一審制）。
　　・直接訴訟の圧倒的な部分を占める、構成国に対する条約違反訴訟
　は、著しい簡素化を提案（事案の多くは違反についてほとんど争いが
　ないものなので、欧州委員会によるAppellationをもってEuGに訴えさ
　せる）。
　　・EuGHがしばしば裁判官全員での大法廷（Plenum）で裁判して
　いるのに対し、EuGでは合議部（Kammer）ないし単独裁判官で裁
　判しているのがほぼ通例である。そこでは一定の専門化が導入さ
　れ、それゆえ合議部の裁判長（Kammerprasidenten）は従前より長
　い期間嘱任される（3年）べき。EuGHの長官と同様に、合議部の
　裁判長も裁判官全体の中から選ばれるべきである。
　　・裁判官の任期は12年とする。
　　・EuGの裁判官の数は、構成国の数を超えるものにする一方、
　EuGHの大法廷の裁判官数は、構成国の数を下回るものにする（13
　名以下）。その際、個々の事案毎に構成メンバーを選びだし（長官＋
　合議部裁判長たち＋報告裁判官の属する合議部）、その結果、ひきつづ
　　き各構成国は各一名づ’つの裁判官をEuGHに送ることができる。
（iii）　特別な訴訟手続
　　・特別な類型の事件には、特別な合議部（Spezialkammem）か、
　又は特別裁判所（Sondergerichte）を設置する（工業所有権保護や、
　EGVのTitel　IVに基づく訴訟手続、とりわけAsylrecht、さらにEUV
　〔ヨーロッパ連合設立条約〕のTitel　VIに基づく訴訟、とりわけ国際私
　法問題、場合によっては常に複雑さを増し続ける競争法も）。
　　・特別裁判所の裁判に対しては、EuGに上訴可能。ただし、判例
　統一の維持のためにEuGHへの上告手続の可能性を付随させるこ
　　とを、欧州委員会に合わせて提案。
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　　・職員訴訟については、小さなDienstgericht（部門裁判所）を創設
　　し、EuGへの控訴可能性を与える。
　　・例外的に、上述の領域の付託問題については、EuGHではなく
　EuGに行かせるべき。
　　・したがって、これは将来、非常に大きな判例機構（Rechtspre－
　chungsapparat）になるだろう。そのために、法務官の数を減らし
　　て、その任務も狭く制限すべきである。
　さらにこの他、二つの政府間協議向けぺ一パーが現在もEuGHのWeb・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（40）site上で公にされている。③EuGH／EuGの政府間協議向けぺ一パー
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（41）（2000年）及び、④欧州委員会の政府間協議向け補充ぺ一パー（2000年）が
それであり、そして、⑤EuGH：のGi1CarlosRodriguezlglesias長官の
　　　　　　　　　（42）政府間協議向けぺ一パー（2000年）も出ている。③は、Reflexionspapier
を敷術して説明するものであり、訴訟規則の改正手続・上訴のフィルタリ
ング・先行判決手続の管轄権のEuGへの部分的移行・職員訴訟の分離・
知財領域での事件についての裁判所的性格を持ったさらなる異議部（Be－
schwerdekammer）の創設可能性につ）・て、具体的な条約改正案を提示し
ている。④は、Due－Reportの分析と提案を受けて欧州委員会としての提
案に焼き直したぺ一パーである。⑤では、EuGH長官が、EuGHの果た
してきた役割を振り返りつつ、「一国一判事」の原則を維持すべきか、事
（40）　Beitrag　des　EuGH　und　des　EuG　zur　Regierungskonferenz．〈http：／／europa．
eu．int／cj／de／txts／intergov／cig．pdf＞．なお、これとReflexionspapierまでの問題
提起を受けての文献として、賜，Nachdenken昼ber　das　Gerichtssystem　beim
EuropaischenGerichtshofundbeimEuropaischenGerichtersterInstanz，EuZW
2000，97．がある。
（41）　Reform　des　Gerichtssystems　der　Gemeinschaft（Erganzender　Beitrag　der
Kommission　zur　Regiermgskonferenz　Uber　die　institutionellen　Reformen），
KOM（2000）109endg．
（42）　αl　Cσ710s　Ro4循g％6z　忽16s乞硲，Der　Gerichtshof　und　die　institutionelle
Reform　der　Europaischen　Union，aaO（Fn．3）．
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件増・訴訟期間長期化・翻訳問題にどう対処するかについてReflexions一
papierを引用しつつ、上訴のフィルタリング、一定領域で新たな第一審
を創設すべきこと、手続規則の改正の容易化などを特に強調して政府間協
議に要請している。
これらの司法制度改革に関する諸提案は、一部は2003年2月1日に発効
した二一ス条約によって採り入れられた。この二一ス条約に関する司法制
度改革の概観については、すでに我が国でも紹介があるのでそちらに
（43）
譲り、本稿では、EUの司法制度・機構改革のうち、時間コスト削減への
期待を背景に、特に民事事件について新たに「共同体裁判所」が管轄を獲
得することになった知財事件の領域について、我が国が未来に向けて、進
むことになるかもしれない「国際法廷」化のために、参考になりそうな点
を検討してみたい。
（43）入稲福・前掲注（35）参照。ここでは、二一ス条約による裁判官の構成問題の変
更の点についてだけ、補足しておく。EuGHの「一国一判事」原則は維持され、
従来は員数だけが15名とEuG設立の理事会決定（Beschluss88／591）2条1項に定
められているだけで国籍規定がなく慣習的にEuGH同様「一国一判事」となって
いたEuG（八吻46槻励1δ」6hl67，aaO（Fn，16）S．33）も、二一ス条約により、「一
国一判事」原則が明記されるようになった（EGV224条1項）。ただし「少なくと
も」一国一判事とされ、それ以上の数をSatzmgで定めることができる。また、
東方拡大に備え、最上級審としての判例統一機能を多人数の裁判官で果たす困難に
対する対処として、内部の合議体構成を変更した。15名全員による大法廷Plenum
に加え、11名の小法廷Kleines　Plenumという慣行（9名の出席があれば合議決定
は有効、という旧Satzung15条の定足数規定を利用）から、全員の大法廷（有効
決議のための「定足数」は、11名出席。Satzmg17条4項）の審理事項を極端に
減らし（EGV221条3項、Satzmg16条4ないし5項参照）、11名のGroBe　Kam－
mer（「大合議部」。従来は、5人制合議部のことを「GroBe　Kammer」と呼んで
いたので混用しないよう注意が必要か。1W6467卿％h弼6hl酬，aaO（Fn．16）S．27参
照）を明文化して（Satzung16条2項。なお有効決議のための「定足数」は、Sat－
zung17条3項によれば、9名出席）、旧来の大法廷より小規模にして決議を容易に
　し、長官と各Kammerの裁判長を必須の構成員とすることで、判例統一を維持し
　ようとしている（問題点の指摘も含め、翻o々，aaO（Fn．3）S．79参照）。
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四　知財事件の領域におけるEU司法制度改革の
　　二つの方向性
　1．「地域分散化・脱中央化」と「中央での内部的専門化」
　ここで、特に工業所有権、知的財産権について、アメリカや日本と並ぶ
三極の一つの軸として、EUが域内市場でまとまって対抗する、という経
　　　　　　　　　　　　　　　　（44）済的な要請が背景にあったことは既に述べた。そうした要請に対しては、
まず各国別の商標権などの取得手続を一本化することで時間や翻訳費用を
含めた権利の「入口」のコストを省くことも勿論であるが、そうした権利
の侵害事件が起きたときに、共同体の裁判所の統一的判断で一つ判決をも
らえばそれを構成国全域に及ぼせる、という権利の「出口」のコスト軽減
が主たるメリットとして語られた。
　そこで、共同体裁判所としてどのようなシステムを構築するかというこ
とになるが、実は、既に商標権侵害に関する裁判制度から新しいシステム
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（45）構築は始まっていた。1994年の共同体商標に関するEU規則では、「共同
体商標裁判所（Gemeinschaftsmarkengerichte）」として各国で指定された
　　　　　　　　　　　　　　　　　（46）一・二審が共同体一・二審裁判所として機能し、ルクセンブルクにある、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（47）いわゆる「中央の」共同体裁判所の先行判決手続で判例統一をする、とい
（44）例えばヨーロッパ特許庁（Europaisches　Patentamt：EPA，European　Patent
Office：EPO）の年次報告で、99年時点で全体として、出願の28．3％がアメリカ合
衆国、ドイツが24％、日本が16．4％という割合であった等のデータを踏まえて、
「共同体特許（Gemeinschaftspatent）」の理事会規則案が議論されている。Vgl．
K麟s6h解67，EU：Verordnungsvorschlag　fUr（ias　Gemeinschaftspatent，GRUR
2000，763．
（45）　Verordnung（EG）Nr．40／94des　Rates　vom20．Dezember1993廿ber　die
Gemeinschaftsmarke（MarkenVO），AB1．EG1994L　Oll　S．1．
（46）例えば、旧西ドイツ地域では、9つの地裁と9つの高裁が「共同体商標裁判
所」に指定されていた。Vgl．助40ω，aaO（Fn．37）S．694．
（47）現実には、侵害事件における先行判決請求のみならず、共同体商標権の管轄行
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　　　　　　　　　　　　　（48）う初めての形を選択したのである。これは2002年の共同体意匠に関する
　　（49）
EU規則による「共同体意匠裁判所（Gemeinschaftsgeschmacksmuster－
gericht）」でも選択された方法であるが、これはRegionalisierungまたは
Dezentralisierung、すなわち「地域分散化」ないし「脱中央化」と呼ば
れている。下級審を地域分散化することで中央の共同体裁判所の負担を比
　　　　　　　　　　（50）較的減らすことができる点、各国で各国民・企業が証人・鑑定人という立
場も含めて自国で手続を受けられる言語的利点・場所的近接性、中央（つ
まりルクセンブルク）の共同体裁判所へ専門的な知見を有する裁判官を提
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（51）供しなくても済む点などがメリットとされているほか、各締約国の内国裁
判所が「共同体裁判所」として共同体法の解釈と適用を通じて経験を増し
ていくことで、機能的・実務的に、「内国」的性質から真の「ヨーロッパ」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（52）裁判所へと脱皮していく契機になる面も指摘されている。
政庁であるHarmonisierungsamtの決定（無効・取消審判）に対する上訴事件の
流入があるため、ただでさえ負担過重に悩む中央の共同体裁判所には重荷とされ、
「新種事件の流入」として、EU裁判制度改革問題で必ず引き合いに出された。
Vgl．κ吻30h耀7，0berlastung　von　EuGH　und　EuG　durch　Markenprozesse，
GRUR2000，5861Vorschlage　des　Gerichtshofes　und　des　Gerichts　f廿r　die　neuen
Rechtsstreitigkeiten廿ber　geistiges　Eigentum，aaO．（Fn．19）．
（48）　とりわけ、侵害訴訟における一定の反訴の枠内で共同体商標の有効無効に関す
る争訟についての管轄権も共同体商標裁判所は有するため（MarkenVO92条4
項）、各国の内国裁判所が（「共同体裁判所」としての資格ではあるが）共同体の法
行為の有効無効に関して裁判する管轄権を手に入れた、という意味でも初めての制
度である（Lゆρ，aaO．（Fn．5）S．2659）。
（49）　Verordmng（EG）NL6／2002des　Rates　vom12．Dezember2001Uber　das
Gemeinschaftsgeschmacksmuster，ABLEG2002L3S．1．
（50）共同体知財権につき、共同体機関としてのいずれかのAmt（庁）が下した無
効・取消の（異議も含めた）審決に対する上訴のほか、侵害訴訟についても先行判
決手続ではなく各内国に分散した「共同体裁判所」下級審の裁判に対する「上訴」
を、EuGHなりEuGなりが引き受ける、という考え方も、ここでいう地域分散
化・脱中央化構想に含まれる。
（51）　π伽伽％，Die　Zukunft　der　Patent－Streitregelung　in　Europa，GRUR2001，
1079／1080．
（52）　L勿φ，aaO（Fn。5）S．2660．
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　難点として、やはり各国の内国法文化に引きずられて法的統一性が保た
　　　　　　　　　　　　　（53）れないのではないかという問題のほか、Torpedo－Blocadeと呼ばれる
（54）　　　　　　　　　　　　　　　（55）問題ないしフォーラム・ショッピングの問題がある。ヨーロッパ民事訴訟
「条約」（EuGVU，現・規則二EuGVVO）の27条にいわゆる国際的訴訟競合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（56）に関して、EuGHが1987年のGubisch－Palumbo事件で、先行する消極的
確認訴訟による後の給付訴訟のブロックを認めたために、先にregionaI
な、つまり各国に地域分散した形の共同体裁判所の一つに消極的確認訴訟
を起こして他の地域的共同体裁判所での侵害訴訟をブロックするというこ
とが可能になってしまっている。このことが、特許権者からみると侵害者
側からのTorpedoつまり「魚雷」の、ブロックというように命名され、
Torpedoブロックにより知財権侵害事件で時間が稼がれてしまう、とい
　　　　　　　　　　　　　　　　（57〉う問題をTorpede－Blockade問題という。
　そうした難点もあって、それら難点の裏返しが長所となる、もともとの
（53）L吻，aaO（Fn．5）S．2660は、こうした各内国「共同体」裁判所での判断のブ
レ幅・差異は、互いに等価値なものとして承認されうる、という。
（54）　丁茗1勉α解／∂．勲16た，EU－Patentrechtsharmonisierung　II：Forum－Shopping
md　Torpedo，GRUR2000，579ff無効訴訟（Nichtigkeitsklage）によるものを
Nichtigkeits－Torpedo、消極的確認訴訟（Negative　Feststellungsklage）による
ものをNFK－Torpedoと呼ぶカ＼後者のみがEuGVUに基づき汎ヨーロッパ的に
後訴をブロックするので、一般に問題にされるのは後者である。トルペード問題と
欧州の知財専門裁判所構想については、我が国でもすでに、田中孝一「欧州知的財
産権訴訟の最新トピッタ」判タ1089号（2002）38頁以下による簡明な紹介がある。
（55）例えば、特許法の領域では、英国での保護範囲が比較的狭く規定されているた
めに、ロンドンの裁判所は避けられる傾向がある、という。助40ω，aaO（Fn．37）
S．693　（FuBn．51）．
（56）EuGH　Slg．1987，4861ニNJW1989，665。事件の概要については、勅使川原和
彦「国際的訴訟競合の規制と『重複的訴訟係属』の判断基準」山法2号（1994）
117頁以下参照。
（57）　”彫伽％，aaO（Fn．51）S．1079，1083によれば、フランス、ベルギー、イタリ
アでは、判例法上Torpedoを「権利濫用」法理で対処し始めており、次期ブリュ
　ッセル規則（EuGVVO）は、先行する消極的確認訴訟に対する給付訴訟の優位を
規定してGubisch事件判例を訂正するだろう、という。
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共同体中央での裁判所におけるImere　Spezialisierung＝「内部的専門化」
ないし「中央集中化（Zentralisierung）」の方向性が強く語られるようにな
った。特に、Gemeinschaftspatent（Community　Patent共同体特許）構想
が出て以降、中央でのEuGH・EuGのこれ以上の負担は考えられないの
で、中央で新たに裁判システムを用意する必要があり、この共同体特許事
件をめぐる共同体の新しい裁判システムに関して、議論が紛糾した。
　そんな中、二一ス条約が調印され、新しい共同体設立条約（EGV）225a
条で、特定のカテゴリーの事件の第一審として、gerichtliche　Kammer
　　　　　　　　　　　（58）（judicial　pane1二裁判部）の設置が可能になり、その場合、EuGがその名
称にもかかわらず上訴審となることとなった関係で、このgerichtliche
Kammerを専門裁判所として扱う可能性をめぐっても議論が百出した。
次に、現在に至るまでの議論を概観しておきたい。
　　　　　　　　　　　　　　　　　（59）　2．共同体特許裁判システムの議論の変遷
　ヨーロッパの特許権保護システムは、1973年のミュンヘン条約（ヨーロ
ッパ特許条約Ubereinkommen　Uber　die　Erteilung　europaischer　Patente：
EPU）と1975年のルクセンブルク条約（Obereinkommen　fUr　den　gemein－
samenMarkt：GPU）に始まるが、後者は89年のいわゆる「Streitregelungs－
protoko11」を経ても発効していない。同一の特許事件が別の構成国で
別々の裁判手続を経なければならず、あまっさえ別々の判断を下される危
険も残り続け、共通市場による共同体経済を危殆化させていた。こうした
（58）　二一ス条約草案段階で、付されていた225a条に関する説明書（Erklamng）
では、まず職員訴訟についてこのgerichtliche　Kammerを早急に設立するよう求
めている。Konferenz　der　Vertreter　der　Regiermgen　der　Mitgliedstaaten，Ver・
merk　（30．Jan．2001）SN1247／01．
（59）本節の2000年までの議論については、特に別の引用がなければ、ドイツの連邦
特許裁判所Schade判事の論文50肋吻，aaO（Fn．37）および46駕616ε，Gericht－
liche　Regelung　derPatentstreitsacheninEuropa，GRUR2000，101に多くを依っ
ている。
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不充分な状況が1997年に欧州委員会に共同体特許と特許保護システムに関
　　　　　　　　（60）する「GrUnbuch（緑書）」を出させる機縁になった。
　この「GrUnbuch」が、特許分野での新たなイニシアティブの必要性に
ついての包括的な議論を始め、欧州議会や経済委員会、社会委員会の意見
の他に、関係各界が議論に集中的に参加した。欧州議会は、1998年11月19
日の決議（AB1．EPA1999，193ff）で、「内国の2審級の事実審＋EuGHの
上告審」というDezentralisierung型構想を提示した。これに対し、1999
年にパリにおけるヨーロッパ特許機構（Europaische　Patentorganisation）
の加盟国政府間協議では、ワーキンググループが作られ、「署名国が、ヨ
ーロッパ特許についての紛争に関し、統一的な手続規則と共通の控訴裁判
所を持つ一つの統合された裁判所制度に賛同するための、EpOについて
の任意選択的（fakultativ）プロトコルの草案」についての報告（すなわち
Zentralisiemng型）を提示するために努力したが、統一コンセプトをまと
めることはできなかった。この段階で、前述したような「Dezentralisie一
　　　　　　　　　　　　　　（61）rung」と「Zentralisierung」の対立がはっきりしている。すなわち、「中
央の裁判機構のみが、法の統一性や、統一的（koharent）裁判を無条件に
保障することができる。知財権分野での経験のない各国裁判所が、共同体
特許の有効性や侵害についての裁判をすることは、初めから避けられなけ
ればならない」とするZentralisierungコンセプト（ワーキンググループで
は多数派）と、「裁判所の職責は、できるだけ広く、脱中央（地域分散）的
に与えられなければならない。ヨーロッパレベルでの裁判所は、ただ統一
的な裁判の保障のために設置されるべきである。多くの特許紛争につい
（60）　Gr伽buch廿ber　das　Gemeinschaftspatent　und　das　Patentschutzsystem　in
Europa，KOM（1997）314endg．
（61）　もっとも、後に、下級審のDezentralisierung（脱中央化）・Regionalisiemng
（地域分散化）も、内国裁判所から選定して共同体裁判所に指定する内国裁判所選
定型と、あくまで中央の共同体特許裁判所の地域支部（Regionalkammer）とし
て設置する支部型とに考え方が分かれていく。後者は、脱中央化と中央集中化の中
間形態に近い。
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て、構成国裁判所の第一審で既に、終局的かつ拘束力をもって裁判するこ
とができている」とするDezentralisierungコンセプト（ドイツなど少数
派）、の対立である。
　「GrUnbuch」では、訴訟手続そのものについても、Verbundprinzip
（侵害訴訟と無効訴訟を共通に管轄する主義）を一応採りながら、他に二つの
選択肢をも併記した。一つ目は、ドイツ型のTremmgsprinzip（分離主
義）で、特許の法的安定性に深刻な疑いがある限りで、EPA（Europa－
isches　Patentamt：ヨーロッパ特許庁。EUの機関ではなくヨーロッパ特許機構
の執行機関）で無効審判をする審判部の審決まで侵害訴訟手続を中止する
ことを、無効の抗弁のなされた侵害訴訟の係属する内国裁判所に義務づけ
る（ドイツ・オーストリアでは、侵害訴訟は通常の民事訴訟で州裁判所、無効
の主張は連邦特許裁判所の管轄。侵害訴訟で無効の抗弁があったときは、管轄
権ある裁判所による有効性の判断がなされるまで、侵害訴訟を中止する。現実
には、特許が無効であるという強力な根拠があると認められる場合にのみ中止
している、という）。二っ目は、侵害訴訟を行なう内国裁判所に無効問題を
扱う制限的な権限を与える、というものである。この点、欧州議会は、先
の1998年決議で内国裁判所への侵害訴訟・無効訴訟の管轄権委譲を勧め
た。訴訟経済・手続迅速化といった面から、侵害と無効を共通に裁く
Verbundprinzipへの圧倒的な支持（ドイツ、オーストリア以外では長い間成
功。特許侵害訴訟ではほぼ常に、抗弁や反訴の形で特許無効が主張されるから、
分離は非効率）が背景にあった。EPAに、特許侵害訴訟と特許無効訴訟の
管轄権を委譲しないことでも圧倒的一致がみられたが、「第一審裁判所と
して、統一的なヨーロッパ裁判所を置くのか、各国で選び出された内国裁
判所を使うのか」という点で、欧州議会は、内国裁判所事実審を選択した
のである。前述のワーキンググループでは、スイスが中央統一案、ドイ
ツが内国裁判所選抜案に立ち、「Gr伽buch」は両論併記に至ったのであ
る。
　そうした議論対立のうち、2000年、欧州委員会による共同体特許規則
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（62）
草案が出た。共同体が既にあるEpOに加盟して、EPAが「共同体特許
権」を付与する、というもので、この共同体特許権によって、EPUに基
づき付与される「ヨーロッパ特許権」では権利者の指定する指定国での内
国特許法に効果が委ねられ裁判管轄も各内国裁判所になってしまう、とい
う頚木を取り払おうとするものである。そこでは、特許権についての侵害
手続と無効手続を、経験のない国に委ねることはできないため、中央に統
一的な一審・二審の共同体特許裁判所を創り、EPAの上に載せるとし、
専門的な資質が必要となるが、現在のEuGにもできないため、特別に裁
判所を創設する、とした。そのため結果的に、以下の4つの司法ルートが
想定されることになった。
①特許権付与手続l　EPA，およびそのBeschwerdekammer（審判部）
　　　　　　　　　→EPAは共同体の機関ではないため、この審決を
　　　　　　　　　EuG且やEuGが取り消すことはできない（ただし、
　　　　　　　　　EPA審判部の審決を、基本的重要性のある問題に限り
　　　　　　　　　実体法・手続法の統一のために、上訴の形でEuGが再
　　　　　　　　　審査する規定を置くことが全くできないか、は問題。
　　　　　　　　　そうしないと、EPAの付与手続・異議手続と、EuGで
　　　　　　　　　の無効訴訟での法実務が衝突する可能性がある。バイ
　　　　　　　　　オテタノロジーやソフトウェア発明の保護ではすでに
　　　　　　　　　　　　　　　（63）　　　　　　　　　そうした要請がある）。
②侵害訴訟手続・無効訴訟手続（私人聞）：知財権のための共同体裁判
　　　　　　　　　所（GemeinschaftsgerichtfUrgeistigesEigentum）。
　　　　　　　　　第一審と異議審（Eingangsinstanz　und　Beschwerde－
　　　　　　　　　kammer）から成る。
（62）　Vorschlag　f廿r　eine　Verordnung　des　Rates　Uber　das　Gemeinschaftspatent，
KOM（2000）412endg．
（63）　Vg1．D勉ss／飽郷s6勉，Zur　Streitregelung　beim　Gemeinschaftspatent，GRUR
2001，891／895．
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　③裁定実施権（Zwangslizenz）に関する委員会決定に対する訴え二EuG
　　　　　　　　　とEuGH
　④その他の特許紛争（z．B．職務発明に関し特許権を求める訴え）：内国裁判
　　　　　　　　　所
　二一ス会議では、ヨーロッパ特許裁判権について未だ合意に達していな
かった。EGV229a条がEuGHに「共同体法上の工業所有権保護に関す
る訴訟事件の管轄権」を委譲しているが、草案の説明書をみてもまだ裁判
所構成は不分明とされていた。
　いずれにしても中央レベルでの上訴審は必要となるが、その点も含め
て、欧州委員会サイドでは、中央集中型に傾きっつある中、強硬に反対を
続けたドイツ側の見解を紹介することで、議論状況の整理に代えたい。特
に、ドイツのように自国内で特許裁判システムが概ねスピードの点でも質
（64）
の点でも比較的うまくいっている国は、そのシステムを手放して中央の統
合的な共同体特許裁判所を経由することが、むしろ時間的な面で後退とな
るうえ、ドイツ法がフォーラム・ショッピングそのものに比較的寛容で
（65）
あり、共同体裁判の地域分散システムは各国市民においては最良・最速・
最廉価だとして中央集中型特許裁判所構想に反対していた。
　　（66）
　Sydowは、中央の共同体裁判所内部の特別部（Spezialkammer）か専門
裁判所の設立かは現段階では決め手に欠けるとし、二一ス条約の「ge－
richtliche　Kammer」は中間段階・過渡的形態で、専門裁判所の設立が完
成形態となりうるのではないかと説く。ただ、現有インフラが使えるので
コスト面では、Kammer方式に分があり、委員会の提案は、独立の専門
裁判所のためのコストを計算にいれていないのが問題だとする。ただし、
（64）　ドイツの連邦特許裁判所はすでに40年以上の歴史を有している。特許権侵害訴
訟にっいてもBGH（連邦（通常）最高裁）の第10部（10．Senat）は、長い経験を有
　し侵害訴訟の上告審としての審理において、技術的な専門家の助けなしに裁判でき
るほどだ、という　（vg1．S6h446，aaO（Fn．59）S．工06（FuBn．72））。
（65）勅使川原・前掲注（1）498頁以下参照。
（66）助40ω，aaO（Fn．37）．なお、Sydow博士は、フライブルタ大学助手である。
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すでにEuGが負担増に汲々として裁判官の増員と2つの合議部の新設を
求めて）・る様子からは、長い目でみた場合に、Kammerではなく、知財
事件全般を包括的に扱う独立の専門裁判所を設立することに正当性がある
ように思われる（例えば、まさに個々の事件ごとに与えられる裁定実施権の裁
定に対する訴えの場合、委員会案だとEuGに管轄があることになっているが、
特許権に関し知識と経験が積まれていないEuGに、経験がある、というのは説
得的でない）、という。
　　　　　　（67）　Dreiss／Keussenは、二一ス条約後の状況下で、共同体特許に関する規
則案30条の想定する一審・二審裁判所を、一審gerichtliche　Kammer、
二審EuG、とみる。EuGは、Harmonisierungsamt（共同体域内市場ハー
モナイゼーション庁：共同体商標権などを管轄）のBeschwerdekammer（異
議部）の審決に対する訴えの管轄権も有するが、知財権の領域のさらなる
管轄権も有する、という。その際、ストックホルムでの欧州委員会委員の
講演をもとに、「事件の多さ、利用者への近さ（Benutzemahe）、加盟国の
言語の利用、といった点から、複数の地域型Kammer（Regionalkam－
mem）が第一審裁判所として設置され、EuGが（その名称と違って）控訴
裁判所として裁判すべき」、と説く。「gerichtliche　Kammer」の一類型と
してRegionalkammer（Kammerの裁判官は、EGV225a条で理事会が任命
することになっているが、その際、加盟国の提案権を排斥するものではないだ
ろうし、そうでもしないと資質を備えた裁判官を用意できないだろうという）
を想定し、Kammerには、「技術裁判官（technische　Richter）」（イタリア・
オーストリア・スウェーデン・グレートブリテンなどにはすでにいるが、それ
よりも強い関与で）もまた協力させるべき、という。
　　　（68）
　Tilmamは、2000年の委員会提案後も、4つの利点（場所的近接性、使
（67）D勉ss／κ6郷s6％，aaO（Fn．63）．なおDreiss教授はドイツの弁理士会会長・弁
理士、Keussen博士は、同弁理士会知財部会長・理事である。
（68）　7￥伽伽％，aaO（Fn．51）．なおTilmann教授は、知財権に詳しいデュッセルド
ルフの弁護士である。
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い慣れた言葉で弁論・証人調べが可能、高い資質と技術知識を持つ裁判官を利
用可能、効率的でコスト的にも有利）を挙げ、Dezentralisierungコンセプ
トを擁護し、事件の約70％は、内国の第一審で片が付く、と説く。この4
つの利点に、2001年3月EU経済社会委員会が賛同し、欧州議会の法務委
員会が好意的に傾き（ただし内国裁判所選定型にするか否かは態度決まら
ず）、EPUの裁判所のための第3Willems－EntwurfはDezentralisiermg
コンセプト（ただし内国裁判所選定型は否定）に方向転換した、と説明す
る。さらにTilmamは、第一審を、内国裁判所（いわゆるr共同体特許裁
判所（複数）」）とするか、超国家的（supranationa1）共同体裁判所（単数）
の一部とするかの問題について、技術的に複雑な事実関係を含む特許事件
は2審級の事実審が絶対必要だとして、内国裁判所がよい（超国家的共同
体裁判所の一部とすると、「裁判官の費用がかかる」、「EGV225a条はEuGが
確かに二審かつ事実審たることを否定していないが難しい特許事件の二審事実
審になることは計算に入れていない（むしろ逆に負担軽減を目指した規定のは
ず）から、事実審1審制になるのではないか」等の理由）とする。さらに
Dezentralisierungコンセプトで一審を内国裁判所とする際の問題点（①
EGV225a条の文言「Kammerimersten　Rechtszug」、②第一審と第二審で同じ
法が適用されるか、等々）について、問題点①には、「EuGもまたすでに、
Alicante－K』1agen（AlicanteにあるHamonisierungsamtの審決に対する上
訴）では第二審であるし、Ka㎜erに対しては控訴審であることをEGV
自身が表明している」、②に対しては「共同体控訴裁判所（単数）による
法統一でよい」と反論する。そのうえで、内国裁判所を「共同体特許裁判
所」（事実審第一審）として指定し、控訴審は、「gerichtliche　Kammer」
（事実審第二審）、上告審として「EuG」（極めて限られた重要法律問題は
EuGHに提示できる）という裁判所構成を主張した。
　こうした議論の末、2002年、欧州委員会は、「Arbeitspapier（作業ぺ一
（69）
パー）」を出し、将来の共同体特許に関する統一的な司法のためには、中
（69）　Arbeitspapier　der　Kommission，aaO（Fn．19）．
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央の特許裁判所が最良であり、迅速・コスト的に有利・統一的な手続であ
るべきで、このためには唯一の共同体レベルの専門裁判所（Fachgericht）
がよいと理由づけて、以下のような提案を行なった。
　①共同体特許裁判には、二一ス条約で設置が許されたgerichtliche
　Kammer（EGV225a条）を用いる。
　②EGV229a条に基づき、私人間の特許紛争に関するEuGHの管轄
　権を新たに規定する。
　③特許裁判所では、特許侵害と特許無効訴訟を両方扱う。
　④この特許裁判所は、特別な審査手続を内部に持つEPAの裁決の当
　否には踏み込まない。委員会が関係する裁定実施権に関するEPAの
　裁決の当否にも管轄権を有しない（裁定実施権に関しては、EuGが管轄
　権を有する）。
　⑤“juristiche（司法）”および更更technische（技術）”メンバーで構成さ
　れる。Satzungで規定しているHilfsberichterstatterという技術専
　門調査官をも用いる。
　⑥当初はZentralkammer（中央の裁判部）を、7名の裁判官（juri－
　stische4，techinische3）で事件毎に2ヶ部（各々juristische2，techi－
　nische1）を構成し、年間120～150件の事件を一審審理する。上訴は、
　EuGの中に、特許権に特化した上訴部を設けてそこで審理する。
　⑦少なくとも新制度開始当初は、共同体特許もそれに伴う事件数も少
　なく、限られた数の裁判官しか必要ではないため、中央のKammer
　のみが第一審裁判所として稼動する。
　⑧積極的にビデオ会議システムなどの電子機器を利用する。ただし、
　　ビデオ会議システム利用も含めルクセンブルクの中央裁判所でやるよ
　　り合理的だと考えられる場合には、各加盟国で口頭弁論が実施される
　ことを排斥すべきではない（各加盟国でインフラを調えることが前提）。
　⑨やがて時が経てば、事件数も増え、必ず第一審裁判所の過剰負担が
　問題になりうる。そこでは、最も強く利害関係を有する加盟国で、中
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　　央の共同体特許裁判所の構成要素（integraler　Bestandtei1）の一部門
　　としてRegionalkammerを設けることも重要になろう。ただし、そ
　　れはまずZentralkammerが設置されて、そこで判例が集積して統一
　　的な裁判が可能になってから、である。
　⑩事件数が年間150件を超え、効率性の観点からZentralkammerと
　並んで単数又は複数のRegionalkammer（地域支部型裁判部）が設置
　　される場合、Zentralkammerとの管轄権の配分は、原則的には
　Zentralkammer、例外的にRegionalkammerにする。その特別ルー
　　ルは、いわゆるブリュッセル1規則（EuGVVO）の原則が支持され
　　る。
　⑪ここで委員会が強調しておきたいのは、確かにRegionalkammer
　　は一定程度のDezentralisierungなのであるが、あくまで、Zentra1－
　kammerと同レベルのプロフェッショナル性をもつ、中央の共同体
　　司法システムに統合された一部である、ということである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（70〉　地域型Kammerの可能性をみた妥協案に至って、報道に依れば2010年
までの移行期間の条件を付けてようやくドイツが折れたようで、共同体特
許裁判システムは大きく前進することになった。
　3．共同体特許裁判システム構想の現在の状況
　っい最近（2003年12月23日）に至って、欧州委員会から、理事会決定の
ための二つの提案が公にされた。一つは共同体特許事件における管轄権を
　　　　　　　　　　　　　　（71）EuGHへ委譲するための理事会決定案であり、もう一つは、共同体特許
裁判所（Gemeinschaftspatentgehcht）の設立とEuGへの上訴に関する理
　　　（72）
事会決定案である。
（70）EuroNews〈http：／／www．euronews．net／＞，2003年3月3日付報道。なお後掲
注（71）のVorschlagに、2010年までの移行期問が明記されている。
（71）　Vorschlag　f茸r　einen　Beschluss　des　Rates　zur　Obertragung　der　Zustandigkeit
in　Gemeinschaftspatentsachen　auf　den　Gerichtshof，KOM（2003）827endg．
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　前者は、①同一の特許事件が別の構成国で別々の裁判手続を経なければ
ならず、別々の判断を下される危険を払拭するため創設しようとしている
「共同体特許」について、②そのカギとなる要素である共同体裁判システ
ムを、二一ス条約で新設されたEGV225a条に基づいてgerichtliche
Kammerを設置し「共同体特許裁判所」としてEuGH内部の第一審の管
轄権を行使させるために、③その前提として同229a条に基づいてEuGH
への管轄権委譲を行なうべく、理事会に「決定（Beschluss）」案として提
案されたものである（EGV245条参照）。
　後者は、①前者に基づいて、EuGにgerichtlicheKammerを併置し
「共同体特許裁判所」という名称で第一審として機能させ、②そのために
必要な諸規定をSatzungに付け足し、③EGV225条2項により、EuGへ
の上訴、さらに例外的にEuGHへの上訴という審級手続をより具体化す
るなどSatzmgの改正をも図るべく、前者と同様に理事会に提案された
ものである。こちらは多岐にわたるため、ごくかいつまんで取り上げる
と、
　第一章「共同体特許裁判所」
　　1条：共同体特許裁判所をgerichtliche　Kammerの形で設置する旨
　　　　を規定。
　　4条：Protokolmber　die　Satzungの付加的改正（AnhangII）の形で
　　　　共同体特許裁判所の中身を詳しく規定しており、核となる条
　　　　文。共同体特許裁判所の裁判官は7名から成り、特許権領域で
　　　　高い法律的専門知識を有し構成国に推薦された候補者の中から
　　　　選ばれる／技術的専門家がHilfsberichterstatter（前掲・注
　　　　（19）参照）として裁判官を補助する／原則3人制合議部だが
　　　　事案に応じて拡大合議部や単独裁判官制も採れる／弁護士は
（72）　Vorschlag　f廿r　einen　Beschluss　des　Rates　zur　Errichtung　des　Gemeinschafts－
patentgerichts　und　betreffend　das　Rechtsmittel　vor　dem　Gericht　erster　Instanz，
KOM　（2003）828endg．
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　　　　EPAの認定するヨーロッパ弁理士の支援を請求できる／手続
　　　　は有償／手続言語については、基本的に被告の住所地の構成国
　　　　公用語とする／EuGへの上訴は、条件付きだが法律問題およ
　　　　び事実問題に関しても可能（以上、本条によりProtokoll　Uber
　　　　die　Satzungに付加するAnhang　IIの2条・7条・11条・23条・26
　　　　条・27条等々）、などを規定。
第二章「EuGへの上訴」
　　5条二Protokoll　aber　die　Satzung48条と61a条の改正を規定。裁判
　　　　官数を18名とし（Satzmg48条）、3名の増員分は、共同体特許
　　　　裁判所の裁判官同様に特許権領域で高い法律的専門知識を有す
　　　　る裁判官により、3人制上訴部Rechtsmlttelkammerに配置
　　　　（Satzung61a条）
第三章「補則」
となっている。
五　結びに代えて一日本の将来への示唆一
　さて、管轄・承認手続のハーモナイゼーションの次に来る、日本の民事
裁判システムの「国際化」という未来像では、少なくとも今想像されるの
は、漢然とではあるが、ヨーロッパあるいはアメリカが主導して決めた、
遠い外国で行なわれるシステムに、日本も「混ぜていただく」というかた
ちであろうか。言葉ももちろん少なくとも英語か外交言語としてのフラン
ス語が前提で、日本の当事者ないし代理人は10時間以上かけて欧米の「国
際裁判所」に出かけていく、それが国際化である、と思われているのでは
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（73）ないかと、あくまで勝手な推測にすぎないが、そう想像する。我が国も含
めたアジアには、民事において少なくとも違う法系の地域を横断する
（73〉ハーグ国際私法会議におけるようなグローバルな民事司法協力の重要性を否定
する趣旨でないことは勿論である。
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transnationa1な法廷の経験がないが故に、世界的な「国際裁判所」を委
ねられる基礎を欠くものとみられるであろうからである。
　　　　　　　　　（74）　近時東アジア圏のFTAをようやく我が国でも現実のものにしようとい
う動きもあるが、経済の協働は、必ず司法の協働を要請し、権利付与を含
め手続保障のインプットと司法的判断のアウトプットとの間に、時間的側
面で内国以上に先鋭なトレードオフの問題を突きつけてくるはずである。
　そこで、地理的に近接した東アジアの国々において、例えば（高い時間
的価値とその保護の要請が極めてわかりやすい）知財事件に限定して、各国
別で侵害訴訟をやるより共同体裁判所を作ってそこで一つ統一的な裁判を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（75）もらえば域内全域で効力が生じる、というシステムは、互いに時間的にメ
リットがあるのではないか。そこでは、例えば日本語・韓国語・中国語・
英語が手続言語として選択でき、参加した国々の各国民にごく近いところ
で審理がなされるものとし、そうしてとりあえず高いメリットの図れる狭
　　　　　　　　　　　　（76）い分野から「国際」法廷の経験を積み重ねていき、最終的には世界で統合
されたもっと大きなシステムのいわばRegionalkammerとして機能して
いく、というモデルは、「国際化」という名の単なる「欧米化」によって、
（74）平成14年の外務省ぺ一パー〈http：／／www。mofa。gojp／mofaj／gaiko／fta／
policy．htm1＞参照。我が国のFTA戦略もとりあえずアメリカ合衆国を外してい
るが、まずは遠いアメリカを外して東アジア圏でsupranationalな法廷を経験して
おけば足りるのではないか、と考える。EUはアメリカを入れないから意味がな
い、という議論が成立しないのと同じことは、東アジア圏限定論でも通用するので
はないか。なお、私見と同じ志向かは別として、渡辺慢之教授はFTAとリンタし
た民事訴訟国際化の発言を続けておられる（渡辺慢之「国際化の中の国際民事訴訟
法制」ジュリ1232号（2002）111頁以下等参照）。
（75）現在は、原則として外国の差止命令等の効力が及ぶのはその国の高権の及ぶ範
囲だけである。最一判平成14年9月26日（民集56巻7号1551頁）もそれを確認する。
（76）　この経験という要素は非常に重要である。共同体裁判所は50年の歴史と経験の
成果なのであって、今のEUをみて、ヨーロッパだから可能だったのであってアジ
アでは無理、といった議論をするのはやや軽率のそしりを免れないであろう。まさ
にヨーロッパを割った第二次大戦直後、「夢物語」と椰楡されていたのが「欧州共
同体」だったことは言うまでもない。
　　　　　国境を越えた民事訴訟システムと「時間」的価値（勅使川原）　77
「国際化」したとたんに内国における手続より徒らに増加した時問的地理
的言語的障壁を内国民に当然のものとして強いるモデルよりも、私には魅
力的に思える。近時、政府の知的財産戦略本部のメンバーである世界的な
有名メーカーの社長による日本に国際的な特許裁判所をという希望を目に
　（77）
したが、いち早く知財の領域で進んでいる日本が、主導的に、また地理的
に近接した各国に実務的に貢献ができるモデルとして、検討を試みる必要
もあるのではなかろうか。
　そこでの「時間」的価値は、多段階であり、それを維持しようとする手
続の時間的制約が直接に現実の価値を決定づけてしまう。普遍性をもった
基本的人権（合理的な期間内に裁判を受ける権利）としての「時間」的価値
維持の平面では、そうした人権が侵害されたと言えるほどの手続遅延の場
合にだけ、保護が与えられている。権利保護が実効性を有すべき「時間」
的価値維持の要請の平面では、一般に、それを実現すべき手続的使命と公
正で質を維持すべき手続的使命とが相克の関係に立つが、とりわけ権利侵
害者に時間を稼がせることそのものが明らかに「公正」に反し権利の実効
性を奪うことが誰の目にも明らかになる、知財事件の領域では、社会的要
請から実効性をもつ「時間」的価値の維持に最大限の努力が傾注される。
各国法廷の恣意を可及的に排除するための国際法廷に生じる「時間」的迂
路も、私人がダイレクトに、場所的に近接したregiona1でsupra－
nationalな法廷で手続を追行できるなら、当事者にとってコスト的な質
は内国におけるとほとんど変わらないまま、権利を保護する国際的な平面
での訴訟手続が享けられ、しかもそれによって他国の承認手続きを得ない
で済む分、全体としての時間は短縮し、実効性が高まる。しかし翻ってみ
れば、知財権以外の権利保護ならばそれより長い手続上の時間をとっても
よい（「時間」的価値が相対的に低い）と言えるのかは、別して検討が必要
（77）　なお平成14年12月4日に成立した知的財産基本法では、それが直ちに国際法廷
の設立に結びつくものではないにせよ、第17条で「国際的な制度の設置」をうたっ
ている。
　78　早法79巻3号（2004）
であろう。社会的要請から実体的な「時間」的価値が枠決めされるなら、
その一定の時間的「枠」を前提に質の維持・向上を図る、という発想での
制度設計を、直ちに「ラフ・ジャスティス」への道とみるのは当を得ない
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（78）であろう。手続的公正の実態調査に基づく研究も始まっており、どのよう
な手続にどのような時間を割けば司法に対する社会的要請が充足されるの
か、についての検討も徐々に進んでいくと思われる。そうした研究を進め
た上での内国手続の「時間」的価値の検討は別稿に譲って、筆を一応置く
ことにする。
＊本稿の基礎となった研究につき、平成15年度科学研究費補助金（若手研究（B）・課
題番号15730054）の助成を受けた。
（78）司法制度改革審議会・「民事訴訟利用者調査」報告書（ジュリ1208号（2002）
付属CD－ROMに所収）と、裁判制度利用者調査研究会（代表・佐藤岩夫）による
二次分析（現在までのところ、山本和彦ほか「〔座談会〕民事裁判利用者実態調査
の分析」ジュリ1250号（2003）74頁以下）参照。
